
～ －

法定受託事務 自治事務

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

所管部署名

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

対　　   　象
（誰を、何を）

未設定

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

総務管理費

総務費

歳
出
予
算
科
目

投

入

資

源

④

Ｂ
　
特
定
財
源

⑦

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）Ｃ

⑩

⑨

補　助　・　単　独　区　分

⑤

県  支  出  金

行財政改革推進事業

よしかわ行財政改革推進プランの進行管理

関根　勇事前評価責任者

執 行 方 法

根拠法令等 第２次よしかわ行財政改革大綱

101501 有
前年度の事務事業

有無・管理番号

行政改革推進事業

048 －

0.11%

-8274,724

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 直接事業費

毎年繰り返し

款

計画的、総合的な行政の推進

事 業 名構想の推進（諸施策の実現に向けて）

 無

受益者負担額（使用料・手数料等）

0.02人

0.34人 0.25人

2,272

0.09%

連絡先

1015

982 9445

01

政策室  行政改革担当

No.

0.34人

プランの進行管理などのために開催された回数

目標(見込)値
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2,272

5歳平成15年度 事業年齢

そ   　の    他 

5

8

0.21%

景気の低迷による市税収入の伸び悩みと予想を上回る地
方交付税の削減、少子高齢化の進展などにより、大変厳
しい行財政運営を強いられている。

平成　　年度

回

％

ホームページ、広報等による情報提供件数

活
 

動
 

指
 

標 ③

②

3,407

一部補助Ｄ 全額補助

対
象
指
標

「よしかわ行財政改革推進プラン」項目数

②

100

①

②

①
2 2

150101

受益者負担率（⑩÷⑤） 0.13%

3
3

一般会計

項

目

行財政改革大綱・推進計画の策定無

・行財政改革推進委員会を開催し、プランの進行管理を行
う。
・行革の取り組みについて市民へ情報提供をする。

企画費

3,114

各課作成の進行管理シートにおける４段階評価でＡまたはＢと評価された割合

内部評価で進捗度８０％以上と評価された割合

外部評価で進捗度８０％以上と評価された割合

件

2,289

67項目

計画(見込)値

0

-0.09

0.03人 0.02人

0.25人

会計区分

100100
90

85.5

単　位

行財政改革推進委員会の開催回数
2

目

標

設

定

・

実

績

3
3

85.584

平成　　年度平成　　年度

4

県  補  助  率

行政改革に関する情報提供件数

100

3

70

82

90

区分

プランで具体的にメニュー化された項目数

％
75

6

3

実績値

67

2

実績値

2 1

90

行財政改革推進委員会における４段階評価でＡまたはＢと評価された割合

9090

2

①成
果
指
標

人　　　件　　　費

3,4143,115

補助事業の上乗せ・横出しあり

67

-822

4,740

74

0.30%

7

3,1114,735

実績値

吉川市単独

67

6767

目標(見込)値

平成　　年度
目標(見込)値

67
67

3

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

①

正職員間接投入人員

③

区　　　　　分

間　 接　 経 　費　(加算)

正職員直接投入人員

2,297

国  補  助  率

16

コ ス ト 対 象 外  (除外)

平成　　年度

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.03人

25

0.02人

事 前 評 価 日

有

有

行財政改革の推進

0.53人

直  接  事  業  費

無

3,170

意　　　図
(対象にどのよ

うな状態に
なってほしい

のか)

150102

当初(千円)
平成　　年度 平成　　年度
決算(千円) 決算(千円)

「第２次よしかわ行財政改革大綱」及び「よしかわ行財政
改革推進プラン」の実施項目

個別計画の
位置付け

小　　柱

第４期実施計画の位置付
け

行財政改革推進プラン

-対象年齢

目
　
　
　
的

平成　　年度

25

予算(千円)

562416

増減額(千円)

3,099 3,389

0.34人

0.05人

計画名

決算(千円)

-

http://www.city.yoshikawa.saitama.jp/10,534,16,252.html

「よしかわ行財政改革プラン」に掲げた項目が着実に実施
され、２１世紀の新しい時代にふさわしい行財政運営と第
４次総合振興計画が実現できる。

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

0.22%

90

0.18%

2,2923,167

平成　　年度

計画(見込)値

事業関連ホームページ

有

と
の
関
係

基
本
計
画 中　　柱

計画(千円)

5

国  庫　支　出　金

②

区分

3

計画行政の運営

⑥

3

業務プロセス(№・名称）

⑧ 市　      　  債

平成20年度 事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト
平成20年5月2日

-8192,296

平成　　年度

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

無

事務事業の性質

類 似 事 業

事 務 事 業 名

事  業   期  間

事  業   区  分

大　　柱

大　　綱

関連付け

このシートの事務事業名を記入
しています。

この事務事業の性質として、「単年度」、「複
数年度」、「毎年繰り返し」のいずれかを選択
しています。

この事務事業が基本計画、実
施計画、個別計画と関係があ
る場合、関係する位置付けな
どを記入しています。

この事務事業の執行方法を、「直営」、「全部委
託」、「一部委託」、「市民等協働」、「補助等」、
「その他」で区分しています。

この事務事業の直接事業費の有無を選
択しています。したがって、「無」を選択
した場合は人件費のみのゼロ予算事業
として位置付けられます。

予算上の事業名や科目名を記入し
ています。

この事務事業が「誰」あるいは「何」を対
象としているのかを記入しています。

この事務事業が対象をどのような状態
にしたいのかを記入しています。いわ
ゆるアウトカムに当たる部分です。

この事務事業で実際にどのような活動
をしているのかを記入しています。いわ
ゆるアウトプットに当たる部分です。

この事務事業が抱えている課題
などを記入しています。

当市が取り組んでいる品質マネジメントシステムISO9001上で、この事務事業に関連し
た業務プロセスを設定している場合、当該プロセス名を記入しています。

この事務事業に要したコストをまとめました。直接事業費はこの事務事業に直接要したコスト、人
件費は、職員が実際に従事した勤務時間に平均人件費を掛けて算出しています。

この事務事業の目標や実績について、「対象・活動・成果」別に指標を設定し、数値で管理しています。
対象指標：基本事項の対象と連動
活動指標：基本事項の手段と連動
成果指標：基本事項の意図と連動

Copyright(C)2008 Yoshikawa city office.all rights reserved



②

検討中 既に改善済 改善を検討したが、実施に至っていない 改善した事項は、ない
　行財政改革推進プランの進行管理役である行財政改革推進委員会の役割を見直し、委員への資料事前配付や質問の事前通告、担当課の
委員会出席要求を行うことで、委員会の活性化が図られた。
　平成２０年３月３１日に「第２次よしかわ行財政改革大綱」及び「よしかわ行財政改革推進プラン」を改定し、それぞれ第２版、第３版とした。

        縮　小 　 効率化する

廃止・休止

今後の方針   現状のまま継続

平成21年10月1日

篠田　好充

他の事業に統合

平成21年6月26日

   拡　　大

二
次
評
価

  改善のうえで継続

　第２次行財政改革大綱及び推進プランが２１年度末で期間満了となるため、２１年度は、第３次行財政改革大綱及び行財政改革推進プランの
策定に取り組む。策定に当たっては、行財政改革推進委員会やパブリック・コメントなどの市民参画手続を取り入れ、市民意見を反映したものと
していく。

        縮　小  効率化する

二 次 評 価 日

終了・完了

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

廃止・休止

終了・完了 現状のまま継続

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

今後の方針  改善のうえで継続 他の事業に統合

行政改革に関する情報提供件数

役割分担

官

民

役

割

分

担

評

価

事

業

評

価

一次（事後）評価責任者

   拡　　大

　手段を改善する（実施主体・手段の改善）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善する（実施主体・手段の改善）

★★★★

成
果
結
果

単　　位ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

有
 

効
 

性

概ね達成された 概ね達成された

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標
目
標
達
成
度

活
動
結
果

目　　　的
（対象・手段）

②

外部評価で進捗度８０％以上と評価された割合

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

市の関与の
妥当性

評　　価

一 次 評 価 日

★★★★

　直接的な受益者を伴わない事業であるため、適正化の余地はない。

平成　　年度

100.00%

★★★★★

★★★★

91.11% 93.33%

概ね達成された

業

績

評

価

達成された

現状成果水準・ｺｽﾄ改善の取組を
今後も維持・発展

達成された

成果向上とコスト改善ポジション

-63.14%

平成　　年度

①

妥

当

性

効
率
性

上位施策への
貢献度

区　　　分

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

★★★★★

平成　　年度

　行財政改革推進委員会による行財政改革推進プランの進行管理については、今年度から取り入れた、委員への資料事前配付、質問の事前
通告、担当課の出席という手法が、委員会の活性化に大変有効であったため、来年度においても同様の手法で開催していく。

公  　共  　性

　行財政改革推進委員会が円滑に進み、活発な議論がなされることで、行財政改革推進プランで掲げた項目がより着実に進行される。また、関
係課職員の委員会出席により、職員の意識改革にも繋がる。

今後の改革改善策

達成された

受益者負担
の適正化余地

95.00%

受益者負担の
妥当性

　行財政改革推進プランに掲げられた項目が実施されることで、２１世紀の新しい時代にふさわしい行財政運営と第４次総合
振興計画の実現を目指しており、当初設定した意図は妥当である。

　「行財政改革大綱」及び「行財政改革推進プラン」は当市の行財政改革の指針であり、その着実な推進に向け、外部委員を
登用した行財政改革推進委員会で進行管理を行うとともに、市民への積極的な情報提供を行うなど、市民と協働を念頭に置き
実施しており、対象・手段ともに妥当である。

　行財政改革推進プランに掲げられた項目のうち、進捗に遅れが生じているものについては、期限内の達成に向けさらに取組
みを強化することで、成果が向上する余地がある。また、「検討を進める」としている項目についても、前倒しで計画を具体化す
ることで、成果が向上する余地がある。

実施主体の妥当性

　行財政改革の推進は、第４次総合進行計画及び実施計画に位置付けられているほか、行財政改革大綱の基本方針としても
「第４次総合振興計画の実現」を掲げており、当事業の上位施策への貢献度は極めて高い。

ニーズ等の
状況と課題

効

率

性

382,708円／件 1,038,293

評　　価　　判　　断　　理　　由

コストが減少してい
る

平成　　年度

区分 評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

↑

コスト改善の
余   地

成果向上
の 余 地

　行財政改革の推進は、市民と協働しつつ、市が率先して取り組まなければならない課題である。大綱及びプランの策定につ
いては、民間の委員で構成される行財政改革推進委員会やパブリックコメントなどの市民参画手続きを踏んでいるほか、プラ
ンの進行管理についても、同委員会を中心に行っており、官民の役割分担は妥当である。

意　　　図

これまでの
事業の改善状況とそ

の内容

100.00%

結
　
果

増加することが良いとされる指標

説

明

行政改革に関する情報提供件数

　「行政改革に関する情報提供件数」については、目標３回のところ、ホームページ、広報及び講座の開催などで６回提供し、目標達成した。
　「外部及び内部評価で進捗度８０％以上と評価された割合」については、目標９０％のところ、８５．５％で僅かに未達成となった。しかし、進捗度Ｃ・又はＤと評価
された８件の項目については、いずれも軽微な遅れであり、「プラン目標期限内に達成できる見込み」とされている。
　「単位当たりコスト」については、情報提供件数の増加により、大幅にコスト減少させることができた。

　当事務事業のコストは、担当職員の人件費が主であり、行財政改革の進捗に比例して事務量が増加するため、コスト改善の
余地は無い。

平成　　年度

改革改善により
期待される効果

　第２次行財政改革大綱及び行革推進プランが２１年度末で期間満了となるため、第３次大綱及び行革プランを策定する必要がある。
　行財政改革の実務に携わる機会が少ない職員については、制度や運用についての理解不足が発生している。

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

★★★★★

200.00%

改

革

改

善

0 

5 

10 

-10 

-5 

0 

5 

10 

-10 

-5 

0 

5 

10 

-10 -5 0 5 10 

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的行政専門性

-10 

-5 

0 

5 

10 

-10 -5 0 5 10 

妥 当

問題あり

妥 当

問題あり

妥 当

問題あり

あ り

な し

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

成

果

向

上

改
善
の
必
要
性

小

大

改善の

必要性

小

小

大

な し

あ り

あ り

な し

あ り

な し

必 要 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性 ③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

小 コスト減少 大

成果改善

低 改 善

コスト改善

高 改 善

行政専門性

当初の目標値に対する達成度を測定しました。
また、その指標の推移が、増加・減少のうちどち
らが好ましいのかを選択しています。

前年度と比較した単位当たりコストの増減から、効率性が上がったの
か、下がったのかを示しています。分母には、最もコストがかかる指標
を活動指標の中から選択しています。

この事務事業について、「公共性」・「実施主体の妥当性」・
「市の関与の妥当性」・「受益者負担の妥当性」の４つの視点
から個別に判定して、その結果をグラフ化しました。
なお、事業によっては一部又は全部について、評価を加える
ことができないものも存在します。

事業の妥当性について、「役割分担」・「目的」・「意
図」の区分に分けて評価しました。

事業の有効性について、「成果向上の余地」・「上位
施策への貢献度」に分けて評価しました。

事業の効率性について、「コスト改善の余地」・「受益
者負担の適正化余地」に分けて評価しました。

事業の改革や改善について、これまでの状況・ニーズと課題・今後
の改革改善策・期待される効果について判断しました。

この事務事業の今後の方向性について、一次評価者責任者（課
長級）が評価しました。

この事務事業の今後の方向性について、二次評価責任者（部長級）が評価しました。
一次評価と異なる場合のみ記入しています。

Copyright(C)2008 Yoshikawa city office.all rights reserved


